
　

平
成
23
年
3
月
11
日
、突
然
大
き
な
揺

れ
に
襲
わ
れ
、今
ま
で
に
な
い
恐
怖
を
感

じ
た
こ
と
を
記
憶
し
て
い
ま
す
。連
日
中

継
さ
れ
る
被
災
地
の
状
況
を
見
て
い
て

も
、私
に
は
仕
事
を
投
げ
出
し
て
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
と
し
て
被
災
地
へ
向
か
う
勇
気
も

な
く
、何
も
で
き
な
い
こ
と
に
も
ど
か
し

さ
を
感
じ
て
い
ま
し
た
。そ
ん
な
時
、被
災

地
へ
派
遣
す
る
職
員
の
募
集
が
あ
り
、「
復

興
の
力
に
な
り
た
い
」、そ
の
一
心
で
職
員

派
遣
に
手
を
挙
げ
ま
し
た
。

　

派
遣
当
初
か
ら
、公
務
員
と
し
て
経
験

年
数
の
少
な
い
自
分
が
被
災
地
の
た
め
に

ど
れ
だ
け
役
に
立
て
る
か
と
い
う
不
安
が

常
に
あ
り
ま
し
た
が
、そ
の
不
安
が
あ
っ

た
か
ら
こ
そ
、「
も
っ
と
頑
張
ら
な
け
れ

ば
」と
い
う
気
持
ち
が
継
続
で
き
た
の
だ

と
思
い
ま
す
。ま
た
、他
の
自
治
体
か
ら
派

遣
さ
れ
て
い
る
方
は
被
災
地
復
興
へ
の
熱

い
想
い
を
持
つ
人
が
多
く
、仕
事
面
に
お

い
て
、大
変
良
い
刺
激
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
ま
し
た
。

　

私
が
陸
前
高
田
市
へ
派
遣
さ
れ
た
の

は
、震
災
か
ら
4
年
が
経
過
し
た
平
成
27

年
4
月
で
し
た
。震
災
直
後
の
頃
と
比
較

す
れ
ば
、復
旧
は
だ
い
ぶ
進
ん
で
は
い
る

も
の
の
、目
の
前
に
広
が
る
景
色
か
ら
は
、

復
興
へ
の
道
の
り
は
ま
だ
ま
だ
遠
い
と
い

う
印
象
を
受
け
ま
し
た
。

　
復
旧
・
復
興
に
向
け
た
大
規
模
な
基
盤

工
事
が
最
盛
期
を
迎
え
、市
内
の
い
た
る

と
こ
ろ
で
、見
た
こ
と
も
な
い
大
き
さ
の

重
機
が
土
埃
を
巻
き
上
げ
、せ
わ
し
な
く

稼
動
し
て
い
ま
し
た
。高
台
の
宅
地
造
成

の
た
め
に
山
を
切
り
崩
し
た
り
、全
長
約

3
km
の
ベ
ル
ト
コ
ン
ベ
ヤ
を
用
い
て
市

街
地
の
か
さ
上
げ
用
の
土
砂
を
運
搬
し
た

り
、津
波
で
流
失
し
た
道
路
や
橋
の
復
旧
、

新
た
な
道
路
の
整
備
な
ど
、さ
ま
ざ
ま
な

事
業
が
同
時
進
行
し
て
い
ま
す
。そ
ん
な

中
、か
さ
上
げ
工
事
の
中
核
を
担
っ
て
い

た
ベ
ル
ト
コ
ン
ベ
ヤ
が
平
成
27
年
9
月
に

操
業
を
終
了
し
ま
し
た
。役
目
を
終
え
た

ベ
ル
ト
コ
ン
ベ
ヤ
の
解
体
に
伴
い
、「
奇

跡
の
一
本
松
」と
と
も
に
陸
前
高
田
市
の

復
興
の
シ
ン
ボ
ル
と
な
っ
て
い
た「
希
望

の
架
け
橋
」も
解
体
さ
れ
ま
し
た
。シ
ン

ボ
ル
の
解
体
を
惜
し
む
声
も
あ
り
ま
し
た

が
、復
興
事
業
に
お
け
る
、次
の
ス
テ
ッ
プ

へ
の
ひ
と
つ
の
節
目
と
な
り
ま
し
た
。

２ 
派
遣
先
の
現
状

１ 

派
遣
の
動
機
、
理
由

東
日
本
大
震
災
に
係
る

　
　
　
中
長
期
的
な
職
員
派
遣

甲
斐
市
企
画
政
策
部
秘
書
政
策
課

総
合
政
策
係
　　

主
任　

相
川 

瑞
穂

下和野災害公営住宅より中心市街地を望む

陸前高田市役所仮設庁舎

平成28年度建設部
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陸前高田市

【岩手県】

派 遣 先 岩手県陸前高田市
職　 種 一般事務（土木）
派遣期間 H27.4.1 〜 H29.3.31



　
私
が
配
属
さ
れ
た
建
設
部
建
設
課
道
路

河
川
係
で
は
、道
路
と
河
川
の
整
備
、維
持

等
を
行
っ
て
お
り
、津
波
で
流
失
し
た
道

路
の
再
建
や
緊
急
避
難
路
の
整
備
、高
台

へ
の
防
災
集
団
移
転
に
伴
う
道
路
整
備
な

ど
の
復
興
事
業
か
ら
通
常
の
維
持
・
修
繕

等
ま
で
幅
広
く
イ
ン
フ
ラ
整
備
に
か
か
る

工
事
を
担
当
し
て
い
ま
す
。

　

そ
の
中
で
私
が
担
当
し
た
の
は
、復
興

事
業
及
び
通
常
事
業
に
係
る
予
算
管
理
と

建
設
課
関
係
協
議
会
の
運
営
で
す
。多
額

の
予
算
管
理
に
加
え
、復
興
交
付
金
、社
会

資
本
整
備
総
合
交
付
金
、災
害
復
旧
補
助
、

起
債
な
ど
の
協
議
、書
類
作
成
等
の
事
務

を
担
当
し
、現
場
の
工
事
が
円
滑
に
進
め

ら
れ
る
よ
う
努
め
ま
し
た
。ま
た
協
議
会

関
係
で
は
、現
場
見
学
会
の
企
画
や
国
県

へ
の
要
望
活
動
へ
参
加
す
る
な
ど
、私
自

身
、学
ぶ
こ
と
も
多
く
、さ
ま
ざ
ま
な
経
験

を
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

東
日
本
大
震
災
か
ら
6
年
が
経
過
し
、

被
災
地
の
今
を
伝
え
る
報
道
は
ほ
と
ん
ど

あ
り
ま
せ
ん
。し
か
し
、被
災
地
で
は
地
元

テ
レ
ビ
や
新
聞
で
各
地
域
の
復
興
の
進
捗

状
況
や
復
旧
・
復
興
に
か
か
る
出
来
事
、

そ
こ
に
暮
ら
す
人
々
の
生
活
な
ど
が
た
び

た
び
取
り
上
げ
ら
れ
ま
す
。そ
れ
は
、身
近

な
ニ
ュ
ー
ス
で
あ
る
と
い
う
こ
と
は
も
ち

ろ
ん
で
す
が
、人
々
か
ら
震
災
の
記
憶
を

風
化
さ
せ
な
い
と
い
う
意
図
も
あ
る
と
思

い
ま
す
。こ
う
し
た
報
道
を
見
る
に
つ
れ
、

災
害
は
他
人
事
で
は
な
く
、自
分
事
と
し

て
考
え
る
こ
と
が
で
き
、防
災
意
識
の
維

持
、向
上
の
意
識
付
け
に
も
な
り
ま
し
た
。

　

し
か
し
、被
災
地
か
ら
遠
く
離
れ
た
地

域
で
、ど
れ
だ
け
の
方
が
同
じ
よ
う
に
自

然
災
害
を
自
分
事
と
捉
え
る
こ
と
が
で
き

る
で
し
ょ
う
か
。昨
今
、日
本
各
地
で
自
然

災
害
が
発
生
し
、多
く
の
犠
牲
が
出
て
い

ま
す
。被
害
状
況
等
が
た
び
た
び
報
道
さ

れ
、そ
の
た
び
に
、「
山
梨
で
も
い
つ
か

大
規
模
災
害
が
発
生
す
る
か
ら
準
備
を
し

な
け
れ
ば
」と
考
え
ま
す
。し
か
し
、「
い

つ
か
」の
た
め
の
備
え
で
は
、現
実
味
を
帯

び
た
行
動
は
な
か
な
か
で
き
な
い
も
の
で

す
。「
い
つ
か
」で
は
な
く
、「
明
日
」災
害

が
起
こ
る
こ
と
を
想
定
し
て
準
備
を
し
な

け
れ
ば
、い
ざ
と
い
う
と
き
行
動
は
起
こ

せ
な
い
と
思
い
ま
す
。被
災
地
で
見
聞
き

し
な
が
ら
学
ん
だ
こ
と
は
、日
頃
の
防
災
・

減
災
対
策
が
い
か
に
重
要
な
の
か
と
い
う

こ
と
で
す
。

　

甲
斐
市
で
は
、復
興
支
援
の
継
続
と
震

災
の
記
憶
を
風
化
さ
せ
な
い
た
め
、「
甲

斐
市
ふ
る
さ
と
応
援
寄
附
金
」の
返
礼
品

に
陸
前
高
田
市
特
産
品
を
追
加
し
、間
接

的
に
復
興
を
支
援
す
る
取
り
組
み
を
始
め

ま
し
た
。自
身
が
派
遣
中
に
、実
際
に
見

て
、触
れ
て
、食
べ
た
も
の
の
中
か
ら
、多

く
の
人
に
ぜ
ひ
知
っ
て
も
ら
い
た
い
陸
前

高
田
市
の
特
産
品
を
現
地
の
事
業
者
に
ご

協
力
い
た
だ
き
、ふ
る
さ
と
納
税
の
返
礼

品
ラ
イ
ン
ナ
ッ
プ
に
加
え
た
も
の
で
す
。

こ
の
取
り
組
み
で
多
く
の
み
な
さ
ん
に
支

援
し
て
い
た
だ
き
、東
北
に
行
っ
て
み
た

い
、現
地
の
商
品
を
購
入
し
た
い
と
い
う
、

被
災
地
の
支
援
に
向
け
た
人
や
も
の
が
動

く
き
っ
か
け
に
な
れ
ば
と
思
い
ま
す
。

　
甲
斐
市
か
ら
被
災
地
へ
の
職
員
派
遣
は

平
成
28
年
度
を
も
っ
て
終
了
し
ま
し
た

が
、復
興
完
遂
へ
の
道
の
り
は
ま
だ
ま
だ

道
半
ば
で
あ
り
ま
す
。遠
く
離
れ
た
山
梨

の
地
で
で
き
る
こ
と
は
、震
災
の
記
憶
を

風
化
さ
せ
な
い
、復
興
は
ま
だ
終
わ
っ
て

い
な
い
、震
災
前
の
日
常
を
ま
だ
取
り
戻

せ
て
い
な
い
人
が
い
る
と
い
う
こ
と
を
忘

れ
な
い
こ
と
で
す
。

３ 

派
遣
先
で
の
業
務
内
容

４ 

派
遣
先
で
思
っ
た
こ
と

５ 

今
後
の
施
策
へ
の
反
映

東日本大震災に係る被災市町村に対する中長期的な職員派遣

今泉山頂より防潮堤を望む

防潮堤

下和野災害公営住宅

震災後に新たにできた高台の住宅地
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基準財政
需 要 額

基準財政
収 入 額

A市

A市

基準財政需要額　　　100億円

120億円

40億円 20億円

留保財源

普　通
交付税 標準税収入　80億円

基準財政収入額
60億円

普通交付税の仕組み

　　

自治 Q&A お答えします！ Q&A
Question & Answer

自  治

　地方交付税は、本来地方の税収入とすべきですが、団体間の財源の不均衡を調整し、すべての地方団体
が一定の水準を維持しうるよう財源を保障する見地から、国税として国が代わって徴収し、一定の合理的な基
準によって再配分する、いわば「国が地方に代わって徴収する地方税」（固有財源）という性格をもっています。

また、地方交付税の使途は、国庫補助金と異なり地方団体の自主的な判断に任されており、国がその使途を制限したり、
条件を付けたりすることは禁じられています（地方交付税法第 3 条第 2 項）。
　地方交付税の総額は、所得税・法人税の 33.1％、酒税の 50％、消費税の 22.3％、地方法人税の全額とされてい
ます（地方交付税法第 6 条）。
　地方交付税には、基準財政需要額が基準財政収入額を上まわった場合、その差額が交付される普通交付税と普通交
付税で捕捉されない特別の財政需要等に対して交付される特別交付税があります。
　交付税総額のうち、普通交付税の額が 94％、特別交付税の額が 6％とされています（地方交付税法第 6 条の 2）。

　※「基準財政需要額」:	標準的な人件費・行政経費による額で、各地方団体の財政需要を合理的に測定するため
に、当該団体について地方交付税法第 11 条の規定により算定した額

　※「基準財政収入額」:	標準的な税率、徴収率で算定した地方税収入に算入率（７５％）を乗じた額で、各地方
団体の財政力を合理的に測定するために、当該地方団体について地方交付税法第 14 条
の規定により算定した額

地方交付税について教えて下さい。Q
Question

A
Answer
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Q u e s t i o n  &  A n s w e r

公共施設等総合管理計画の個別施設計画について教えてください。Q
Question

A
Answer

　各インフラの管理者が、公共施設等総合管理計画に基づき、施設の特性や維持管理・更新等に係る取組状
況等を踏まえつつ、施設毎の具体の対応方針を定める計画として定めるものです。　　　
　地方公共団体に対し、平成３２年度中までの策定が要請されています。なお、各インフラの管理者が既に同種・

類似の計画を策定している場合には、当分の間、当該計画をもって個別施設計画の策定に代えることができるものとされて
います。

	 　①対象施設、②計画期間、③対策の優先順位の考え方、④施設ごとの状態等、⑤対策内容と実施時期、⑥対策費用
を記載することとされています。

	 　個別施設計画に位置付けられた事業については、事業内容に応じ公共施設等適正管理推進事業債を起債すること
ができます。対象期間は原則として平成２９年度から平成３３年度までとなっています。

次の6種類となっています。
①集約化・複合化事業
　延床面積の減少を伴う施設の集約化・複合化事業
　地方債の充当率：９０％（交付税算入率：５０％）
②転用事業
　施設の他の用途への転用事業
　地方債の充当率：９０％（交付税算入率：３０％）
③除却事業
　地方債の充当率：９０％（交付税措置なし）
④長寿命化事業
　【公共用建築物】法定耐用年数を超えて公共用の建築物を使用するために行う対象事業
　【道路又は農業水利施設】所管官庁が示す管理方針に基づき実施される改修事業
　地方債の充当率：９０％（交付税算入率：３０％）
⑤立地適正化事業
　立地適正化計画に位置付けられた、コンパクトシティの形成に向けた長期的なまちづくりの視点に基づく事業　
　地方債の充当率：９０％（交付税算入率：３０％）
⑥市町村役場機能緊急保全事業
　昭和56年の新耐震基準導入前に建設され、耐震化が未実施の市町村の本庁舎の建替事業等
　（平成29年度～平成32年度）
　地方債の充当率：９０％
	 	 	 （交付税措置対象分：７５％、交付税算入率：３０％ 地方債の充当残については、基金の活用が基本）

個別施設管理計画に記載すべき事項にはどのようなものがありますか。

個別施設計画を策定することにより財政支援措置を受けることができますか。

公共施設等適正管理推進事業債の内容について教えてください。
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Q u e s t i o n  &  A n s w e r

公営企業の経営改善等に係る支援施策について教えて下さい。Q
Question

A
Answer

　公営企業会計の適用拡大、経営戦略の策定、料金改定の検討など、公営企業が取り組まなければならない課
題は山積している一方で、大量退職等により事業に精通した職員が不足している地方公共団体も見受けられま
す。こうした状況を受け、総務省では次のような支援制度の活用を呼びかけています。下記を参考に、詳細は総務

省ホームページ等で確認して下さい。

○　地方公営企業等経営アドバイザー事業
　	　総務省が委嘱したアドバイザー（公認会計士や大学教授、地方公共団体ＯＢなど）と総務省担当者が、助言を求める公
営企業（第三セクターも可）を訪問。原則2日間、主に経営面から助言を行う事業。派遣に係る経費は総務省が負担する。

    ＜事業の流れ＞
　　　4月下旬　　　	 総務省から派遣要請の照会　
　　　6月上旬　　　	 総務省において派遣団体の選定、決定
　　　6月中～下旬	 	 事業計画書の提出
　　　8 ～ 12月　　　	アドバイザー派遣の実施

○　公営企業経営支援人材ネット事業
　	　総務省は地方公共団体から推薦された人材（公営企業会計適用や料金改定等の取組経験者や、それと同等の経験
を有する専門家）を「人材ネット」に登録。支援を必要とする地方公共団体は、当該人材ネットから適任者を選定し、招へ
い。支援は1年以上（「月に1回」「必要に応じて」など、招へいの態様は任意）を想定。経費は当該地方公共団体の負担
となるが、経費の一部について特別交付税措置がある。
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市
町
村
調
査
研
究
事
業

　平成28年度に山梨県市町村振興協会の助成金を活用して、市町村職員が自主的・
主体的に行った計６団体の調査研究事業のうち、３団体を紹介いたします。

（残りの３団体については、次号（30年３月号）に掲載）

市町村調査研究事業

平成27 年に就任した樋口市長の政策提言を重
点的に取りまとめた「こうふ未来創り重点戦略

プロジェクト」、その一丁目一番地に「こども最優先
のまちを創る」が位置づけられました。これを踏まえ、
甲府市は、平成 28 年度に子ども施策に特化した「子
ども未来部」を創設し、新たな取組をスタートさせま
した。
　これまで、子ども・子育てに関する施策は、福祉
部内の各課が所管しており、他の福祉施策と横並び
の中で、進められてきましたが、子ども最優先の切
れ目のない施策を実現するためには、組織の枠に捉
われず、予算や所掌事務等の殻を破り、「子どもを
切り口とした多角的な視点で考えることの重要性を感
じました。そこで子ども未来部内に誕生させたのが、
「甲府市子ども・子育て支援施策調査研究グルー
プ」です。
　本グループは、部内の職員で構成するメンバーを
中心に、元甲府市職員で山梨県立大学講師の望月
宗一郎氏をアドバイザーに据える中、これまでに実
施したニーズ調査やアンケート結果の分析からはじま
り、ネウボラ関連施策や子育て支援施設の把握と考

察、民間施設や他都市の視察などを通じて、国の動
向や社会情勢及び本市の実状に即した新たな施策の
調査研究を行いました。作業途中で、子育て世代の
若手職員も加わり、親の立場からも活発な意見交換
が交わされる中、会議の開催は全 20 回に及びまし
た。
　研究内容は、「甲府版ネウボラ構想」をはじめ、「新
規子育て支援施設について」、「子育て支援アプリ
の導入」など多岐にわたり、子ども未来部長に「提
案書」として提出しました。
　その結果、提案書の多くの施策案が「こうふ未来
創り重点戦略プロジェクト2016 年度改訂」に採用
され、平成 29 年度予算に計上されました。
　日々の業務に追われる中で、多くの時間を掛けて
調査研究を行い、その成果が市の施策に結びついた
ことは大変意義のあることでした。
　本調査研究を通じ市の実状を知り得たこと、他課
の業務を理解し、新たな連携が生まれたこと、そし
て何より、自由な発想で施策を考え、実現する喜び
を味わえたことは、関わった職員にとっても大きな収
穫であったと今改めて実感しています。

甲府市

「甲府市子ども・子育て支援施策調査研究グループ」
子ども未来部総務課　輿石　和三

子ども・子育て支援施策
の調査研究について
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都留市の中心部である谷村地域は、かつて城下
町として栄え、山梨県東部地域の政治・経済・

文化の中心として発展してきた歴史を持ちます。しか
しながら、現在はまちかどに城下町の面影を見ること
はほとんどないため、城下町という地域イメージに基
づくまちづくりや、景観に対する市民意識が高まらない
状況にあります。こうした状況に対し、城下町の地域
イメージに基づいた景観や、催しなどの取組が、市民
や職員に対してどのような影響を与えるのかを調査し、
市民や観光客に高評価を得られるまちづくりの方向性
をどうすべきか、いずれは市民活動として景観づくり
が実施できるかなどの可能性を探ることを目的とした
研究調査を実施しました。
　研究方法は、平成 19・20 年度に本補助金を受
けて地域ブランドの確立の研究に取り組んだ「都留
市職員ブランディング導入研究会」の報告書を基に、
検討を重ねました。市役所前の鉄柵に、都留市がか
つて城下町だったイメージを彷彿とさせる黒塀を設置
して、まちの一角に小規模な景観モデルケースを形作
り、その印象や意識変化に関して地元住民を含めた
方々による評価・検証を行いました。設置は市民が集
まる市のイベントに合わせて行い、イベントに参加した
多くの方にご協力をいただいて作業を進めました。同
時に、プロジェクトメンバーが作業現場付近でアンケー
トボードを持って、感想の聞き取りなどの調査を行いま
した。また、後日には市役所や関連施設、特設ホー

ムページにおいてアンケートを実施した結果、市民より
も市外の方のほうが本プロジェクトに対して肯定的な
意見を持っていることが読み取れました。
　これは、現実問題として、市民がこのようなまちづく
りに積極的に参加する意識が低いとも感じられました。
また、地域のまちづくり団体や自治会などの地域住民
の参加を事前に集いましたが、あまり多くの参加者を
得ることが出来ませんでした。それには、今回、研究
期間が１年間という時間的制約があったために、市役
所内での研究会で立案し、その取組に対して「協力
を依頼する」という形で実施に至った経過がありまし
た。この部分に関しては、最後の研究会においても、
プランニングの段階から市民も共に検討を行うことに
よって、「まちぐるみでまちづくりを行う」という意識
を共有し、自発的な作業参加へとつなげることが可能
だったのではないか、という意見が大半を占めました。
　本市では、この研究を機に景観に関しての取組を
本格化していくこととしており、こうした反省部分を今
後の取組に生かすことが重要であると考えます。
　今回の実証研究により、地域住民に積極的な参加
を促すことや、まちづくりに繋げていくということの２
つの難しさを感じつつ、黒塀の認知度もある程度高ま
り、簡易的な手法によってまちの雰囲気が良くなるこ
とや、市民評価も高くなることもわかったため、今後
は具体的な取組として検討を継続していきたいと考え
ています。

都留市

 「つる城下町テイスト再生プロジェクト研究会」
　企画課　髙尾 茉理乃

景観づくりによる市民の意識
変化の調査研究について
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甲州市勝沼町にある旧甲州街道勝沼宿は、江戸
から諏訪までの三十九宿ある中の一つの宿場

町であり、松尾芭蕉の句「勝沼や馬子もぶどうを食
いながら」とあるように、ぶどうの里として知れ渡り、
経済、文化、交流の場所として栄えてきました。
　現在の勝沼宿は、宿場町としての名残が一部確
認できるものの過去の繁栄は感じられず、沿線の建
物の多くは近代的な建築様式に移り変わり、人口の
流出や担い手不足により商業店舗も空き店舗化する
など経済活動が縮小傾向にある状況となっています。
その一方で勝沼宿とその周辺には、ぶどう畑が広が
り、観光農園やワイナリー、さらには明治時代に建
設されたワイン醸造に纏わる産業遺産など多くの観
光資源が点在していることから、ぶどうやワインのシー
ズンには多くの観光客に来訪いただいている状況と
なっています。
　勝沼地域では、フットパスルートが整備され、民間
事業者による「ワインツーリズム」や市の施策である
「あるーく甲州」といった「歩く」をテーマとした事
業が展開されるなど、地域を散策しながら歴史や文
化を楽しむ着地型観光を官民連携のもとで推進して

います。
　この様な背景の中で、人的、文化的、経済的交
流を更に活性化させ、賑わいを創出するための方策
を検討するため調査研究を実施することとしました。
調査では、地域住民や実際に勝沼地域を歩いて観
光する方々を対象に意識調査を実施し課題等を抽出
するとともに、プロジェクトメンバーが勝沼宿沿線を
実際に歩き施設等の整備状況、空き家空き店舗の
有無について確認を行ない現状と課題を把握しまし
た。調査研究を進める中で導き出された課題を解決
するため、アドバイザーの意見や先進地視察研修を
参考にグループメンバーで検討を重ね、休憩スペー
スの確保対策や空き家空き店舗の活用策などについ
て提案を行ないました。
　勝沼宿は、本市都市計画マスタープランで交流の
拠点として位置づけられ、また甲州市歴史的風致維
持向上計画の中でも重点区域になっています。さら
には山梨県の峡東ワインリゾート構想にも密接に関わ
る地域であるため、それら諸計画との整合性を図り
ながら住民の皆さんと協働し魅力あるまちづくりを進
めていきたいと思います。

甲州市

「歩いて楽しむまちづくり研究グループ」
政策秘書課　手塚　雅也

旧甲州街道の
賑わい創出に関する研究

①助成対象	 単独または複数の市町村職員で構成する調査
研究グループ（市町村長等から推薦がある 4
人以上の調査研究グループ）

②対象事業	 市町村職員が行う調査研究事業（対象事業の
テーマは問いません）

　

③助成対象経費	 事務費、アンケート・聞き取り実施に伴
う経費、検討会費、旅費交通費、アドバ
イザー謝礼、報告書印刷費等

④助成額	 助成対象経費の全額（30万円限度）
⑤助成期間	 原則単年度。継続事業にあっては最大限

2年間

市町村調査研究事業の紹介
市町村職員が自主的、主体的に実施する調査研究事業に対し、次のとおり助成を行います。



県と市町村、また、市町村間において職員交流が盛んに行われています。
今回は、市町村から県へ派遣され活躍している皆さんに登場していただき、近況を紹介していただきました。

から こんにちは県 町 村市  がんばっていま～す。
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市町村課
行政選挙担当
磯野 修一
（身延町）

市町村課
地域振興担当
渡邊 真也
（鳴沢村）

総合県税事務所
滞納整理部
塩澤 佳介
（南アルプス市）

　平成29年4月より、身延町から市町村研修生として総務部市町村課にお世話になっています。
　月日が経つのは早いもので、市町村課でお世話になり既に４ヶ月が経とうとしています。配属当初は、社会人に
なってから初めて経験する職場環境の大きな変化や事務手続の違い等々で緊張や戸惑い、そして不安の連続でし
たが、周囲の皆様の温かいご指導とサポートのおかげで何とか乗り越え、充実した日々を送らせていただいてい
ます。
　私は現在、行政選挙担当の一員として、地方行政サービス改革に関する事務や住民基本台帳関係に関する事務等
を中心に担当させていただいています。地方行政サービス改革の業務では県内市町村の担当者の皆様に調査関係
のヒアリングに御協力をいただき、県内市町村の民間委託の状況、指定管理者制度の導入状況や各市町村でどのよ
うな取組に力を入れているのかといった点、そして抱えている課題等を認識させていただくことができました。
　また住民基本台帳関係の事務についてですが、こちらについては、各市町村の担当者の皆様から寄せられる照
会等は難しい内容のものが多く、大変多くのことを学ばせていただいています。
　今回のこの市町村課での経験は、私の公務員生活の中で必ず財産になるはずです。県職員の皆さんとの出会い
や市町村研修生の仲間との絆を今後も大切にしていきたいと思います。
　最後になりますが、このような貴重な機会を与えてくださいました身延町役場の皆様、また日頃からお世話に
なっている市町村課の皆様に心から感謝申し上げます。また今後ともご指導のほど、よろしくお願いいたします。

　平成29年4月より、鳴沢村から市町村研修生として総務部市町村課にお世話になっております。
　私は、地域振興担当として、県内市町村の山村振興や、PFI、コミュニティ助成などを担当させていただいてお
り、また、8月に山梨県で開催された「第33回全国自治体政策研究交流会議山梨甲府大会」の運営、企画等を行い
ました。
　配属された当初は、5月に第33回全国自治体政策研究交流会議山梨甲府大会のプレ大会が迫っていたことも
あり、職場環境の変化や業務の進め方の違いに慣れない中、戸惑いや不安はありましたが、なんとか周囲の方々の
暖かいご指導とサポートに支えられながら、大会の運営を無事行うことができました。
　市町村課に研修にきたことは、県の調査や照会に対して回答していた立場から、市町村へ照会、質疑への回答、
提出される回答の確認を行う責任ある立場となるのと共に、各市町村の担当者の方々と接する中で、村では経験
できないような多様で特色ある他市町村や県の政策を知ることができるため、とても良い勉強の機会となってお
ります。
　また、せっかくの機会なので、多くの方と交流を深める事で得られる人脈や、効果・効率的な事務の知識などを
市町村課で経験する中で、村の発展、ひいては県の発展に少しでも貢献できるよう、日々業務に取り組んでいきた
いと思います。
　最後になりますが、このような機会を与えてくださった、鳴沢村役場の皆様と、担当業務でお世話になっている
市町村の皆様、そして日頃から暖かくご指導いただいている市町村課の皆様に深く感謝申し上げますとともに、
今後ともご指導ご鞭撻いただきたくお願いいたします。

　平成29年4月より南アルプス市から派遣職員として、山梨県総合県税事務所滞納整理部市町村相談支援課にお
世話になっております。
　私は現在、地方税法第48条により個人住民税の徴収権が南アルプス市から県税事務所に引き継がれた案件の
徴収業務を行っています。入庁以来徴収経験がなく、さらには勤務地や職場環境も大きく異なるということで、不
安を抱えて4月を迎えました。しかし、豊富な経験や知識を持った県の職員の皆様の心強いサポートに加え、南ア
ルプス市収税対策課の皆様の協力により、今日まで充実した日々を送ることができています。
　滞納者はそれぞれ、さまざまな事情を抱えており、100人いれば100通りの滞納理由があります。よってマニュ
アル通りの折衝では全てうまく行くとは限りません。税収は福祉や教育等の重要な財政基盤となること、納税義
務の公平性を保つという信念を軸に、その人に適した柔軟な納税相談を行うことで、少しでも多くの滞納者を納
期内納税者へ導くことができればと考えています。
　難しい案件も多々ありますが、幸い私が所属する市町村相談支援課には、同じ派遣職員の方々が多くいらっ
しゃるので、同じ悩みを相談できるなど、他市町村と情報を多く共有できることが、向上心へと繋がりますし、市
町村に戻った後もここで培った経験が活かせることを信じ、日々徴収業務に邁進しております。
　最後になりますが、このような貴重な経験をさせていただいているのも、県税事務所の皆様、南アルプス市の皆
様の支えがあってのことです。この場を借りて感謝申し上げます。
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富士東部建設事務所
都市計画・建築課
加藤 直樹
（上野原市）

中北保健福祉事務所
地域保健課
望月　恵
（甲府市）

市町村課
財政担当
花坂 伸也
（山梨市）

　平成29年4月より、上野原市から交流派遣職員として富士・東部建設事務所都市計画・建築課都市計画担当に
配属され、4ヶ月が経過しました。当初は、職場環境の違いに戸惑いや不安を感じていましたが、周囲の方々の温
かいご指導とサポートに支えられ、充実した毎日を送っています。
　現在の私の業務は都市計画法や宅地開発条例にかかる開発行為の許認可を中心に行っています。初めて経験す
る都市計画分野の職務であり、配属された初日から開発行為に関する専門的な質問や土木の専門用語の連続で、
まだまだ知識が追いつかず、毎日が勉強の日々です。自分自身の知識の未熟さを痛感しながらも、周りの先輩方の
助けをいただきながら、日々の業務に取り組んでいます。業務以外でも、県職員スポーツ大会（卓球大会）に、富士・
東部建設事務所の一員として参加させてもらうなど、私が職場環境に少しでも早く馴染めるようにいろいろ配慮
していただきました。そのおかげで新しい環境にもすぐ慣れることができ、業務のしやすい環境を整えてくれた
ことにとても感謝しています。限られた期間での出向となりますが、私が交流派遣職員として配属された意味を
常に考えながら、多くの方との交流を深めていきたいと思います。また、そこで得られる人脈や知識を、市に戻っ
た時に少しでも活かせるように、今後の業務に取り組んでいきたいと考えています。
　最後になりますが、山梨県へ出向する機会を与えて頂きました上野原市職員の皆様方と未熟な私を受け入れて
くださった富士・東部建設事務所の皆様方へ心より感謝申し上げるとともに、今後もご指導ご鞭撻をいただけれ
ばと思います。

　平成29年4月より、甲府市から研修生として中北保健福祉事務所地域保健課でお世話になっています。中北保
健所や県など関係機関の皆様には、日々、丁寧なご指導をいただき感謝しています。
　甲府市は、開府500年を迎える平成31年4月の中核市移行を目指しています。中核市移行により、多くの業務が
県から甲府市に移り、さらに保健所を新たに設置することになります。このことにより、市がこれまで推進してき
た健康相談や健康診査等のサービスと、保健所の専門的な機能が一体化し、より質の高い総合的な保健・衛生・
福祉サービスの提供が可能になります。現在、中核市移行に向けての準備の真っ最中ですが、その準備の一環とし
て、保健所設置に必要な業務に関する知識や技術を学ぶことを目的に派遣されています。
　保健所では、結核などの感染症対策や災害時の医療救護に関することなど、健康危機管理に関する業務を中心
に担当させていただき、感染症や災害発生時の庁内体制（事務の組立て）や感染症予防に向けての保健所の取組、
また、それらにおける保健師の役割等について学んでいます。市で経験することがなかった業務で、なかなかすん
なり頭に入らないことも多いのですが、周囲の皆様にご指導いただきながら学びを深めています。保健所設置ま
での準備期間が短く、不安や焦る気持ちもありますが、しっかり学んでいきたいと思います。
　中核市移行後も、保健所や県の皆様にはご指導いただくことも多いと思います。研修中だけでなく、その後も含
めて、今後も引き続きよろしくお願いします。

　平成29年4月より、山梨市から市町村研修生として総務部市町村課財政担当にお世話になっております。
　私は財政担当として、県内市町村の公営企業会計、主に水道事業に係る地方債、決算状況調査、経営戦略の策定、
水道事業の広域連携に関する業務のほか、公共事業施行状況調査をはじめとする各種調査・統計業務、地方公共
団体金融機構に係る業務等を担当しています。
　配属当初は、職場環境の変化や知識も経験もない業務にあたることへの不安・緊張だけでなく、毎週のように
届く調査依頼、日本語とは思えない難解な文書に辟易することもありました。現在では周囲の皆様のサポートを
いただきながら業務にも慣れ始め、有意義な日々を送っています。もちろんまだまだ勉強不足ですので、皆様の助
けになれるよう積極的に業務に励んでまいります。
　日々の業務を通し、県や各市町村、企業団職員の皆様をはじめとする多くの方と出会えること、また県という広
い視点で業務を行えることはとても貴重で、その経験全てが私の成長に繋がると感じています。
　様々な事務において県の果たす役割は大きく、プレッシャーはかかりますが、経験を積み重ねながら見識を深
め、培ったものを今後の業務に生かせるよう精進していきたいと思います。
　終わりに、日ごろから温かくご指導をいただいている市町村課の皆様はもとより、このような機会を与えてい
ただいた山梨市職員の皆様、業務で携わっているすべての皆様に心から感謝申し上げます。今後とも厳しいご指
導をいただきますようよろしくお願いいたします。
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公益財団法人 山梨県市町村振興協会 〒400-8587 甲府市蓬沢1-15-35 山梨県自治会館内
TEL.055-237-3153　FAX.055-237-5788

URL http://www.ympa.or.jp/
E-mail yamanashi@ympa.or.jp

　新市町村振興宝くじ(通称オータムジャンボ宝くじが今年からハロウィンジャンボ宝くじに変更)の収益金
は、平成13年の発売以来、その全額を市町村に交付し、市町村の明るいまちづくりや住民福祉向上のための事
業に活用されております。
●販売実績
　　平成28年度の販売実績(全国)は、前年度比16.27%減の約324億円となり、これに伴う山梨県内市町村への交
付額は、169,061千円となっております。

	 　なお、市町村への交付に当たっては、均等割、人口割による配分基準により交付をしております。

●	交付金の使途
　　交付金の使途については、地方財政法第32条に定める
事業に充てることとされており、平成28年度の県内市町
村の使途ついては、芸術・文化振興、環境の保全・創造、
少子高齢化対策等に活用されています（グラフ参照）。

●	平成29年度発売計画
　　平成29年度は、1等前後賞合わせて5億円のハロウィ
ンジャンボ宝くじ（発売総額300億円・10ユニットの場合）
及び1等前後賞合わせて5000万円（発売総額120億円・
4ユニットの場合）のハロウィンジャンボミニの2つのジャン
ボとなり、10月11日（水）から同時発売されます。

　　当協会では、市町村にとって貴重な財源でありますハロ
ウィンジャンボ宝くじ等の販売額の確保に向け、市町村ホームページの有料バナー広告への掲載や新聞、ラジオ等の
メディアを活用した広報、また発売期間中に開催されるヴァンフォーレ甲府戦でのＰＲ実施等各種広報宣伝活動に努
めて参りますので、宝くじの広報にご支援、ご協力をお願いいたします。

市町村振興宝くじ交付事業について

平成29年度新市町村振興宝くじ（ハロウィンジャンボ宝くじ等）発売計画
発 売 期 間	：	平成29年10月11日（水）～ 10月31日（火）21日間（売り切れ次第発売終了）
発売計画額	：	420億円（前年度同額。ハロウィンジャンボとハロウィンジャンボミニを合計した金額。）

委  員  長 甲　府　市  総務課主事 今福　康太
  
副委員長 鳴　沢　村  総務課主事 渡邊　勇介

委　　員 大　月　市  企画財政課主事 坂本康次郎
 韮　崎　市  企画財政課主任 藤巻　亮平
 南アルプス市 政策推進課主事 中村　直貴
 上 野 原 市 企画課主査 大神田道成
 身　延　町  政策室主任 望月　　雄
 南　部　町  企画課主任 渡邉　寛明
 西　桂　町  総務課主事 川村　北斗
 山 中 湖 村 企画まちづくり課係長 羽田　明弘
 山　梨　県  市町村課主任 坂本　千史
 山梨県市長会 総務課主査 佐野　正子
 山梨県町村会 振興課主事 武藤　大和

役職名　　　　　    団体名　　　　　　　    補職名　　　　　　　　      氏名　

市町村職員情報誌「やまなし自治の風」編集委員会委員名簿

　今回の特集は、健康寿命の延伸に向け、「健康」への意識喚起と自発的
に健康づくりをしてもらうための健康ポイントに取り組む 4 市の事例を紹介
いたしました。
　また、随時掲載している東日本大震災被災地へ派遣された職員の活動に
ついて掲載いたしました。
　特集をはじめ各コーナー等本号の発行に当たり、ご多忙の中執筆いただ
きました皆様には、心より深く感謝申し上げます。

編集後記

 Hokuto Kawamura
川村 北斗さん

地域おこし協力隊を委嘱して

 （ 西桂町総務課主事）

のとき
ひと

　西桂町では人口流出が継続しており、従来のみの政策では人口減少に歯止めをかけることが難し
い状況にあります。そこで平成28年度より地域おこし協力隊を2名委嘱しました。
　1人は写真家で東京造形大学で講師を努める寺田哲史さん。これまでの当町は町外に町の魅力を
発信する力が弱かったものの、寺田哲史さんの写真という特性を活かし、町のあらゆるイベントから
四季折々の自然風景を町の広報やSNS（Facebook、Instagram）、展示会を通して情報発信している
ほか、町内織物業者と協同し、日光写真という写真技法を活用した日傘の製作に取り組んでいます。
　もう1人はスウェーデンで約10年にわたり手織作品を制作してきたテキスタイルデザイナーの堀
田ふみさん。町の伝統産業である織物を後世へと引き継ぐために、町内織物業者と連携し、国内外の
展示会に町の織物を出展しているほか、自身の手織工房で織物教室や手織作品の展示会を開催した
り、町内織物業者と協同し、ネクタイやスカーフなどの製作に取り組んでいます。
　2人の協力隊員の活躍が地域の活性化につながるとともに、町の伝統産業である織物を町内外に
PRできております。2人の活動は、町ＨＰの地域おこし協力隊専用ページからご覧ください。

  （1）配分基準
均等割配分40％、人口割配分60％　※均等割は、都道府県への配分に係る市町村数の算定に準じて算出）

  （2）交付対象事業
地方財政法第32条に規定する事業で市町村が必要とするもの。

○地方財政法第32条に定める事業
①公共事業	 ②地域の国際化の推進に係る事業
③博覧会等・文化行事の運営に係る事業	 ④高齢化、少子化施策に係る事業
⑤地域の情報化に係る事業	 ⑥芸術・文化の振興に係る事業
⑦大規模な風水害、地震、津波、火災、干害、冷害等の災害対策及びこれら災害の予防に係る事業
⑧地域経済の活性化に係る事業	 ⑨地域における社会貢献活動に係る事業
⑩地球温暖化対策、リサイクルの推進等地域における環境保全及び創造に係る事業
⑪地域の共通課題に対応するための調査及び人材の育成に係る事業

平成28年度市町村交付金（169,061千円）の使途

⑦災害対策・防災事業
　1%

④少子・高齢化対策
　15%

⑧地域経済
　活性化
　4%

⑩環境の
　保全・創造
　30% ⑤地域情報化

　3%

⑥芸術・文化振興
　43%

②国際化の推進
　4%
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副委員長 鳴　沢　村  総務課主事 渡邊　勇介
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 韮　崎　市  企画財政課主任 藤巻　亮平
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 上 野 原 市 企画課主査 大神田道成
 身　延　町  政策室主任 望月　　雄
 南　部　町  企画課主任 渡邉　寛明
 西　桂　町  総務課主事 川村　北斗
 山 中 湖 村 企画まちづくり課係長 羽田　明弘
 山　梨　県  市町村課主任 坂本　千史
 山梨県市長会 総務課主査 佐野　正子
 山梨県町村会 振興課主事 武藤　大和
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　今回の特集は、健康寿命の延伸に向け、「健康」への意識喚起と自発的
に健康づくりをしてもらうための健康ポイントに取り組む 4 市の事例を紹介
いたしました。
　また、随時掲載している東日本大震災被災地へ派遣された職員の活動に
ついて掲載いたしました。
　特集をはじめ各コーナー等本号の発行に当たり、ご多忙の中執筆いただ
きました皆様には、心より深く感謝申し上げます。

編集後記

 Hokuto Kawamura
川村 北斗さん

地域おこし協力隊を委嘱して

 （ 西桂町総務課主事）

のとき
ひと

　西桂町では人口流出が継続しており、従来のみの政策では人口減少に歯止めをかけることが難し
い状況にあります。そこで平成28年度より地域おこし協力隊を2名委嘱しました。
　1人は写真家で東京造形大学で講師を努める寺田哲史さん。これまでの当町は町外に町の魅力を
発信する力が弱かったものの、寺田哲史さんの写真という特性を活かし、町のあらゆるイベントから
四季折々の自然風景を町の広報やSNS（Facebook、Instagram）、展示会を通して情報発信している
ほか、町内織物業者と協同し、日光写真という写真技法を活用した日傘の製作に取り組んでいます。
　もう1人はスウェーデンで約10年にわたり手織作品を制作してきたテキスタイルデザイナーの堀
田ふみさん。町の伝統産業である織物を後世へと引き継ぐために、町内織物業者と連携し、国内外の
展示会に町の織物を出展しているほか、自身の手織工房で織物教室や手織作品の展示会を開催した
り、町内織物業者と協同し、ネクタイやスカーフなどの製作に取り組んでいます。
　2人の協力隊員の活躍が地域の活性化につながるとともに、町の伝統産業である織物を町内外に
PRできております。2人の活動は、町ＨＰの地域おこし協力隊専用ページからご覧ください。
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c o n t e n t s

 今年からオータムジャンボがハロウィンジャンボに名称変更し、2つのジャンボ（1等前後賞5
億円が当たるハロウィンジャンボ宝くじと1等前後賞合わせて5000万円が当たるハロウィン
ジャンボミニ宝くじ）になって、10月11日（水）から同時に発売されます。
　この宝くじの収益金は、全額市町村へ交付され、市町村の明るいまちづくりや環境対策、
高齢化対策など地域住民の福祉向上のために使われます。
　県内の市町村振興のため、県内の宝くじ売場でお買い求めください。


